５　事　務　事　業　執　行　概　要
府民文化部所管事業について、平成２８年度は次のとおり事務執行を行った。

［府民文化総務課］
議会や部内施策等の部業務の処理に関し、庁内各部局及び部内各室課、出先機関との調整を行い業務の円滑な運営に努めるとともに、部における広報、人事、予算編成及び決算業務を行った。

また、平成26年４月１日に独立行政法人日本万国博覧会記念機構より承継した万博記念公園に関する施策の総合調整や日本万博記念公園の運営方針や管理運営に関する重要事項について調査審議する大阪府日本万国博覧会記念公園運営審議会の運営を行った。

加えて、宗教法人の設立、規則変更等の認証事務や、公立大学法人が自主性・自律性を発揮し円滑に大学運営ができるよう、必要な支援を行った。

［人権局］

｢大阪府人権尊重の社会づくり条例」及び「大阪府人権施策推進基本方針」に基づき、人権施策の総合的な推進に努めた。

｢大阪府人権教育推進計画」に基づき、人材養成等の事業や人権教育教材の整備を行うとともに、府民の人権意識の高揚を図るため、人権啓発イベントや人権啓発冊子等の作成・配布等の事業を実施した。
国際人権規約の普及・啓発等に努めるとともに、「大阪府在日外国人施策に関する指針」に基づき、在日外国人施策の総合企画・調整を行った。

｢大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」の周知・啓発及び適正な運営に努めた。

「大阪府人権施策推進基本方針」及び「大阪府同和対策審議会答申」を踏まえ、人権に関わる問題が生じた場合に府民が身近に相談できるよう、行政機関をはじめＮＰＯ等様々な関係機関と連携・協力を図り、人権擁護施策の充実に努めるとともに、一般施策による同和問題解決に向けた取組みを推進するため、関係部局、市町村等との連絡調整を行った。

平和施策の推進として、戦争の悲惨さ・平和の尊さを次世代に伝える大阪国際平和センター（ピースおおさか）[平成２７年４月３０日にリニューアルオープン]の運営について、補助等を行った。
［男女参画・府民協働課］

府民や事業者とともに男女共同参画社会の実現をめざすための指針である「大阪府男女共同参画推進条例」及び「おおさか男女共同参画プラン(2016-2020)」(平成28年3月策定)に基づき、男女共同参画の推進に関する諸施策の総合調整を行うとともに、働く場における男女共同参画の取組みに対する事業者への啓発・支援や、女性に対する暴力対策、府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）の運営などを行った。
また、地域におけるＮＰＯ法人や社会福祉法人等の各団体と、行政や自治会等との協働による共助社会の実現を目指すため、平成26年１月に「大阪府府民協働促進指針」を策定。同指針に基づき、共助社会の実現に向けて、各団体間の情報交流の促進や団体の自立化促進に向けた環境整備を図った。ボランティア・ＮＰＯ活動については、特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の認証・認定・監督に係る事務、各種ＮＰＯ関係機関との連携、内閣府「ＮＰＯ法人ポータルサイト」を活用したＮＰＯの総合情報の発信等を行った。

［府政情報室］

府政に対する府民の理解と関心を深め、好感度の向上を図るため広報紙「府政だより」、「大阪府メールマガジン」、ホームページやＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）といった媒体展開やパブリシティなど、効果的な広報を行ったほか、キャラクターを戦略的に活用するための統一的なルールを定めた「大阪府キャラクター広報方針」を平成27年3月に策定した。

加えて、府が実施する講座やイベント、採用試験・選考の申込み、申請・届出及びお問合せなど、インターネットを活用して行う電子申請について、パソコン、携帯電話及びスマートフォンでの受け付けを推進した。

府が保有する情報は本来府民のものであるという理念のもと、積極的に府政の情報を公表し、わかりやすく府民に伝える「オープン府庁」に取組み、平成23年4月から本庁の全部局全所属において、施策の検討から実施に至る一連のプロセス情報を公表する「施策プロセスの見える化」を開始した。また、平成23年9月からは、予算がどのように執行されたのかを公表する「公金支出情報の公表」を開始し、これまでの「予算編成過程の公表」ページとリンクさせるなど、わかりやすい情報の公表に努めた。

広聴については、府民等からの意見を受け付け、登録・対応・公表する「府民の声の見える化」や府政相談、団体広聴、パブリックコメントなどの事業を実施した。
また、府民からの問合せ等の応対について、府民満足度の向上と業務の効率化を図るため、「府民お問合せセンター」（民間企業に運営を委託）の適切かつ円滑な運営を図るうえで必要な業務を行った。

大阪府庁をより身近に感じていただくため、大阪府庁舎の見学とともに府の施策や取組みについて知っていただく府政学習会を実施した。

情報公開については、大阪府情報公開条例に基づき、府民の多様な情報ニーズに迅速かつ的確に応えるため、関係部局との連携のもとで、行政文書（法人文書）公開、会議の公開、出資法人の情報公開の推進、情報提供、情報の公表等からなる総合的な情報公開を推進した。

個人情報保護については、大阪府個人情報保護条例に基づき、個人の権利利益の一層の保護を図るため、個人情報の本人以外からの収集や目的外の利用及び提供に関して、大阪府個人情報保護審議会の意見を聴き、府の実施機関が保有する個人情報の適切な管理を行うとともに自己情報の開示制度の運用等を行った。

また、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）に基づく社会保障・税番号制度については、大阪府個人情報保護条例を改正するとともに、平成29年度からの情報連携開始に向けて、関係課と連携して庁内向けの説明会を開催するなど所要の準備を引き続き行った。

さらに、府民の利便性の向上を図るため、府政情報センターと公文書館の機能を併設し、府の公文書の総合窓口として「大阪府公文書総合センター」を設置した。行政文書の管理については、制度の適正な運営、行政文書管理システムの運用、引継ぎを受けた保存文書の管理、行政文書の収受・発送など円滑な文書管理事務の執行に努めるとともに、公印管理等の制度の適正な運営に努めた。

［都市魅力創造局］

　平成24年12月に策定した府市共通の戦略「大阪都市魅力創造戦略」による取組みを発展・進化させ、さらなる都市魅力のステップアップを図り、大阪府域全体の発展に資する新たな戦略を策定するため、府市共同設置の附属機関「大阪府市都市魅力戦略推進会議」において2020年に向けて、大阪を世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市へと加速させる「大阪都市魅力創造戦略2020」を策定し公表した。

　「大阪ミュージアム」においては、大阪ミュージアムの登録物をホームページやメールマガジン、Facebook等を活用し、その魅力を広く発信したほか、大阪の魅力を地図と動画で紹介する特設サイト（Webで大阪ミュージアム巡り）を開設した。大阪ミュージアム登録物を活用して、地域魅力を府内外に発信するとともに、府域への集客・回遊を促す事業を展開する「地域魅力発信事業」を実施。さらには、「恒常的なまちの魅力向上支援事業」により、地域が主体となって取り組むまちの魅力づくりや魅力発信を支援するなどの取組みを推進した。また、民間と行政のパートナーシップのもとで、水辺の魅力の向上やにぎわいの創出により、「水都大阪」の都市魅力を高め、「水と光の首都大阪」の実現に向けた取組みを推進した。
「御堂筋イルミネーション」と中之島エリアの「ＯＳＡＫＡ光のルネサンス」をコアプログラムとする「大阪・光の饗宴2016」を実施した。また、「御堂筋オータムパーティー2016」を開催して、大阪のシンボルである御堂筋の魅力を国内外に発信するとともに、一層の賑わいの創出を図った。

「大阪府文化振興条例」に基づき、大阪の文化施策を総合的に推進するため、「第4次大阪府文化振興計画」を策定するとともに、大阪府市文化振興会議の部会として設置した大阪アーツカウンシルにおいて、芸術文化の専門家等による文化施策の評価・審査等を行い、ＰＤＣＡサイクルの構築を図りながら、大阪の文化振興に取り組んだ。

また、アーツカウンシルの提言に基づき、府内の文化事業を結集し強力に発信するとともに、若手プロデューサー等の人材育成を目的とした「芸術文化魅力育成プロジェクト事業」を実施した。

さらに、江之子島文化芸術創造センターの指定管理者の選定と運営、ワッハ上方の運営、大阪のまちを「カンヴァス」に見立て、府内の公共空間をアーティスト等の発表の場として活用する「おおさかカンヴァス推進事業」、アートやデザインを活用して市町村とともに地域の課題を解決する「わがまちカンヴァス事業」、芸術文化団体が実施する公演等の活動に対する支援、府庁本館正面玄関及び正庁の間を芸術文化活動の発表の場として提供する府庁本館活用事業（ひょうたんから独楽劇場）などを通じて、新たな文化創造のための土壌づくりに努めた。

府民の誰もがスポーツを通じて、健康でゆとりや潤いを実感することができる生涯スポーツ社会を実現するため、平成24年4月に策定した「大阪府スポーツ推進計画」をもとに、気軽にスポーツに親しみ、実践する場を提供する「府民スポーツ・レクレーション事業」など各種事業を実施した。

また、多くの人々が集まり賑わう元気あふれる大阪を世界に発信するために、平成28年10月に第６回大阪マラソンを開催し、国外から４千人を超える参加があった。

ラグビーワールドカップ2019、ワールドマスターズゲームズ2021関西については、大会組織委員会等と連携しながら開催準備を進めた。

大阪の国際化に向けた取り組みとしては、大阪の国際化戦略アクションプログラムに基づき、（公財）大阪府国際交流財団と連携し、グローバル人材の育成及び外国人の受入環境整備を行った。このほか、外国人情報コーナーの運営など国際化施策を展開した。

また、来阪される外国賓客等を接遇するとともに、海外の友好交流提携先（９カ国・10地域）との友好交流を行った。とりわけ、上海市との人材交流事業など、、アジアを重視した自治体外交を積極的に展開した。

観光分野では、ターゲット市場ごとへの海外プロモーションの推進、鉄道・航空会社と連携した国内プロモーションの展開、府域の観光素材の磨き上げ等を通じた大阪のブランド化、インターネットを活用した多言語による観光情報の発信など、（公財）大阪観光局による戦略的な観光集客事業を推進するとともに、府内の市町村及び観光関係事業者の協力を得て、災害時における外国人旅行者の安全確保の検討を行った。

また、平成29年１月から大阪府宿泊税を円滑に導入するため、国内外からの旅行者及び特別徴収義務者となるホテル等の宿泊事業者に対し、チラシやポスターを作成し、制度周知に努めた。さらに、宿泊税を活用し、28年度については、トラベルサービスセンター大阪の整備など、観光客の受入環境整備や魅力づくり・プロモーションの推進の取組みに活用した。


